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被試験体室2 内に配置された被試験体の漏れ流量を検査する漏れ検査装置及び漏れ検査方法であつ
て、被試験体室2 の内部に探査液体を供し0 . 1 M P a 以上の高圧に加圧する液体供給加圧手段 1 1
と、真空排気手段2 2 —b , 2 3 _ b と、四重極質量分析計3 4 と、を具備し、被試験体室2 1 を真空
とし、被試験体の内部に探査液体を供給して0 . 1 M P a 以上に加圧し、被試験体から漏れ出し真空中
で気化した探査媒体の濃度を四重極質量分析計3 4 により測定することにより、被試験体からの漏れ流
量を測定する。探査媒体として液体を用いて漏れ流量が定量でき、かつ0 . 1 M P a の大気圧以上で特
に1M P a 以上から1 G P a に及ぶ高圧力の耐圧検査も同時に可能となる。



明 細 書

発明の名称 ：漏れ検査装置及び漏れ検査方法

技術分野

[0001 ] 本発明は、 自動車部品、航空機部品な ど各種民生用及び産業用の部品ゃ容

器 において、 これ らの構造体 自体や溶接な どの接合部及びシール部の欠陥か

ら発生する漏れを定量検査する漏れ検査装置及び漏れ検査方法 に関する。

背景技術

[0002] 自動車や航空機 の各種部品をは じめガス施設や水道施設 を構成する各種部

品そ して食品 医薬品な どの容器等では、 これ らの構造体 自体や溶接な どの

接合部及びシール部の欠陥か ら発生する漏れを検査する必要があるが、表 1

に示す漏れ検査法、すなわち 「加圧発泡法」、 「水中発泡法」、 「カラ一チ

エック法」、 「超音波法」、 「差圧法」、 「ガス リークテス ト法」な どが利

用されている。

[表 1]

漏れ検査方法の検 出 理と疋最性

各種部品、容器の生産現場では、許容漏れ流量以下を合格 とする漏れ検査

が主流 とな っていることか ら、漏れ流量 を定量で きる 「差圧法」 と 「ガス リ



—クテス ト法」の 2 つが多用されている。

[0004] 例えば、特許文献 1 には、差圧法の漏れ検査装置が開示されており、特許

文献 2 には、ガスリークテス 卜法のヘ リウムガス漏れ検出装置が開示されて

いる。

[0005] 従来技術である差圧法による漏れ検査の模式図を図 3 に示す。差圧法は、

被試験体と漏れの無いマスタ一をガス加圧 し、加圧ラインのバルブを閉 じた

後、一定時間 ( s ) 後に被試験体とマスタ一の圧力差 ∆ Ρ ( P a ) を差

圧センサで測定する。被試験体内部の体積をV ( m 3 ) とすると、漏れ流量Q

( P a m S 1 ) はQ = V ( ∆ Ρ / ∆ t ) で見積もることができる。この差圧

法を用いた漏れ検査装置の検出分解能 （検出下限）は 1 0 - 4 P a m 3 s - i 程度

であることから、主に 1 0 - 3 P a m 3 s - 1以上の許容漏れ流量の部品の検査で

利用されている。

[0006] もう一つの従来技術であるガスリークテス ト法の模式図を図4 に示す。被

試験体に0 . 5 M P a 程度の高圧探査ガスを充填する。被試験体は真空容器

の中にあり、漏れがある場合に探査ガスが真空容器内に漏れ出し、これをガ

ス検知装置で検出する仕組みとなっている。ここでガス検知装置は既知の漏

れ流量を持つ校正 リークが内蔵されており、漏れ流量 （P a m 3 s - 1) が測定

できる。

[0007] 探査ガスとしては、主にヘ リウムガスが用いられ、そのヘ リウム検知装置

(ヘ リウムリークディテクタ一）の検出分解能は 1 0 - i o p a m 3 S - ，程度で

あることから、主に 1 0 - 3 P a m 3 s - i 以下の微小な許容漏れ流量の部品検査

ではガスリークテス ト法が利用されている。なお、ヘ リウムガスを探査ガス

としたガスリークテス 卜法はヘ リゥ厶リークテス 卜法と呼ばれている。

先行技術文献

特許文献

[0008] 特許文献1 ：特開平 5 —2 9 6 8 7 1 号公報

特許文献2 ：特開 2 0 0 5 _ 1 4 0 5 0 4 号公報

発明の概要



発明が解決しょうとする課題

[0009] 民生用及び産業用の種々の部品や容器では、高精度且つ高耐圧化が進んで

いるものもあり、高耐圧検査を兼ねた微小漏れ検査法の確立が喫緊の課題と

なっている。

[001 0] 気体を探査媒体とする 「差圧法」と 「ガスリークテス ト法」において、探

査媒体の圧力が 1 M P a 以上を必要とする場合、漏れ検査装置は安全確保の

ために高圧ガス保安法に基づき防破裂仕様とするため保安設備を完備する必

要が生 じ、装置コス トが従来よりも大幅に増大 して しまうという問題がある

とともに、装置自体の規制や、周囲、 環境の規制が加わり非常に扱い難 くな

るという問題がある。

[001 1] 差圧法では被試験体とマスタ一の内部に高圧ガスを供給 した後にバルプを

閉 じて検査する。一方で、液体を探査媒体に用いた漏れ検査方法も考えられ

るが、この場合、ノくルプ閉による圧力変動が大きいことと、ダイァフラムの

変形による電気容量変化を測定する仕組みである差圧センサの感度特性が、

液体を用いることで大きく変更されて しまう。このため、漏れ検査において

液体を探査媒体に用いることは難 しい。

[001 2] 本発明は、上記の従来法の問題点に鑑みてなされ、探査媒体として液体を

用いて漏れ流量が定量でき、且つ 0 . 1 M P a の大気圧以上で特に 1 M P a

以上から 1 G P a に及ぶ高圧力の耐圧検査も同時に可能とする、漏れ検査装

置及び漏れ検査方法を提供することを目的とする。

課題を解決するための手段

[001 3] 本発明の漏れ検査装置は、被試験体の漏れ流量を検査する漏れ検査装置で

あって、前記被試験体を配置する密閉可能な被試験体室と、前記被試験体室

内に配置された被試験体に接続可能であつて前記被試験体の内部に探査液体

を供給 し加圧する液体供給加圧手段と、真空排気手段と、前記被試験体室に

接続された質量分析計と、を具備 し、前記被試験体室を密閉 した状態で前記

真空排気手段により真空とし、前記液体供給加圧手段に接続され密閉された

前記被試験体の内部に探査液体を供給 して 0 . 1 M P a 以上に加圧 し、前記



被試験体か ら漏れ出 し真空 中で気化 した探査媒体の濃度 を前記質量分析計 に

よ り測定することによ り、前記被試験体か らの漏れ流量 を測定することを特

徴 とする。

[0014] 本発 明の漏れ検査装置 は、更 に、前記被試験体室 に既知の漏れ流量の探査

液体 を供給 する探査液体標準 リー クを具備 することを特徴 とする。

[001 5] 本発 明の漏れ検査装置 は、更 に、前記被試験体室 に真空バル ブを介 した真

空排気手段 を 2 系統以上接続 していることを特徴 とする。

[001 6] 本発 明の漏れ検査装置 は、更 に、前記被試験体室 には、被試験体室の真空

度 （圧力） を測定するための真空計 と前記真空排気手段 を接続 し、真空バル

プを介 して検査室 を接続 してお り、 さ らに、探査媒体の濃度 を測定するため

の質量分析計 と真空排気手段 を前記検査室 に接続 していることを特徴 とする

[001 7] 本発 明の漏れ検査装置 は、更 に、前記探査液体 と して、分子量が 5 0 0 以

下、 そ して室温 における固化圧力が 1 M P a 以上、飽和蒸気圧が 1 0 0 P a

以上、蒸発潜熱が 8 0 k J m o I - 1以下の液体 を用いることを特徴 とする

[001 8] 本発 明の漏れ検査装置 は、更 に、前記探査液体 と して、分子量が 5 0 0 以

下、 そ して室温 における固化圧力が 1 M P a 以上、飽和蒸気圧が 1 0 0 P a

以上 の液体 に気体 を溶解 させた探査媒体 を用いることを特徴 とする。

[001 9] 本発 明の漏れ検査方法 は、密閉可能で真空排気手段 によ り真空排気可能な

被試験体室 内に配置 された被試験体の漏れ流量 を検査 する漏れ検査方法であ

つて、前記被試験体 に液体供給加圧手段 を接続 して密閉 した状態で前記被試

験体室 内に配置することと、前記被試験体室 を密閉 した状態で前記真空排気

手段 によ り前記被試験体室 内を真空 とすることと、前記液体供給加圧手段 に

よ り前記被試験体室 内に配置 された被試験体 内に探査液体 を供給 して 0 . 1

M P a 以上 に加圧することと、前記被試験体か ら漏れ出 し真空 中で気化 した

探査媒体の濃度 を質量分析計 によ り測定することによ り前記被試験体か らの

漏れ流量 を測定することと、 か らなることを特徴 とする。



[0020] 本発明の漏れ検査方法は、更に、探査液体標準 リークにより前記被試験体

室に既知の漏れ流量の探査液体を供給することを特徴 とする。

[0021 ] 本発明の漏れ検査方法は、更に、前記被試験体室に真空バルブを介 した真

空排気手段を 2 系統以上接続 して用いることを特徴 とする。

[0022] 本発明の漏れ検査方法は、更に、前記被試験体室には、試験体室の真空度

(圧力）を測定するための真空計 と前記真空排気手段を接続 し、さらに、真

空バルブを介 して検査室を接続 し、探査媒体の濃度を測定するための質量分

析計 と真空排気手段を検査室に接続 して用いることを特徴 とする。

[0023] 本発明の漏れ検査方法は、更に、前記探査液体 として、分子量が 5 0 0 以

下、そ して室温における固化圧力が 1 M P a 以上、飽和蒸気圧が 1 0 0 P a

以上、蒸発潜熱が 8 0 k J m o I - 1以下の液体を用いることを特徴 とする

[0024] 本発明の漏れ検査方法は、更に、前記探査液体 として、分子量が 5 0 0 以

下、そ して室温における固化圧力が 1 M P a 以上、飽和蒸気圧が 1 0 0 P a

以上の液体に気体を溶解させた探査媒体を用いることを特徴 とする。

発明の効果

[0025] 本発明の探査媒体を液体 とする漏れ検査装置及び漏れ検査方法によれば、

真空排気された被試験体室内に配置された被試験体に対 して、高圧の探査液

体を密閉された状態の被試験体内部に供給 し、真空中に漏れ出 し気化 した探

査媒体の濃度を質量分析計により測定することで、微小漏れ流量検査 と高耐

圧検査を短時間で同時に実施することが可能 となる。 また、気体の探査媒体

を用いた漏れ検査のような高圧ガスに対する保安設備を要することもない。

図面の簡単な説明

[0026] [ 図1] 図 1 は、本発明の実施例による漏れ検査装置の構成を示す図である。

[ 図2] 図 2 は、真空容器壁に吸着 した気体の脱離の活性化エネルギーと平均滞

在時間の関係を示す図である。

[ 図3] 図 3 は、従来技術である差圧法による漏れ検査の模式図である。

[ 図4] 図 4 は、従来技術であるヘ リゥ厶 リークテス 卜法による漏れ検査の模式



図である。

発明を実施するための形態

[0027] 以下、本発明の液体を探査媒体とする漏れ検査装置及びそれを用いた漏れ

検査方法の実施の形態の一例について図面を参照 して説明する。図 1 は、本

実施形態の液体を探査媒体とする漏れ検査を行うための漏れ検査装置の構成

を示す図である。当該装置は、液体媒体加圧 回収システム 1 と被試験体真

空システム 2 と検査室真空システム 3 から構成される。

[0028] 液体媒体加圧 回収システム 1 は、液体供給加圧装置 1 1 により、液体加

圧ライン 1 2 を介 して探査液体を被試験体内部に供給 し且つ 0 . 1 M P a (

大気圧）から 1 G P a まで加圧するための装置である。このシステムは、液

体供給加圧装置 1 1 と、加圧された液体を被試験体内部に供給するための液

体加圧ライン 1 2 と、検査終了後に被試験体及び液体加圧ライン 1 2 に残さ

れた探査液体を回収する回収システム 1 3 と、回収後に残存 した探査液体と

回収のために導入 した空気を排除するための真空排気ライン 1 4 、そしてバ

ルプ 1 5 〜バルブ 1 8 から構成する。

[0029] 被試験体真空システム 2 は、漏れ検査を行うための真空を短時間に到達さ

せるための装置である。このシステムは、被試験体を導入する被試験体室 2

1 と、大気圧から中真空に到達させるための粗排気真空ポンプ2 2 _ b 、中

真空から高真空に到達させるための真空ポンプ2 3 _ b 、そして被試験体室

と各種真空ポンプを接続する真空バルブ2 2 _ a 、 2 3 _ a 、及び被試験体

室と検査室 3 を接続するための真空バルブ2 4 、被試験体室の真空度 （圧

力）を調べるための真空計 2 5 、さらに真空バルブ2 6 _ a を介 して漏れを

定量するための探査液体標準 リーク2 6 _ b 、真空バルブ2 7 _ a を介 して

質量分析計の経時変化による感度変更の校正を行うためのへ リゥ厶標準 リ一

ク2 7 _ b から構成する。液体媒体加圧 回収システム 1 の液体加圧ライン

2 は被試験体室 2 に配置された被試験体に接続され内部に加圧された液

体を供給する。なお、粗排気真空ポンプ2 2 _ b を設置することで、真空排

気時間の大幅な短縮を図ることができる。



[0030] 検査室真空シ ステ ム 3 は、被試験体か らの漏れを検査するための装置であ

る。 この シ ステ ム は、検査室 3 と、検査室を高真空に保っための真空ボン

プ 3 2 と、真空度 （圧力）を調べるための真空計 3 3 と、漏れを検出するた

めの質量分析計 と しての四重極質量分析計 3 4 と、 コンダクタンス変更機構

3 5 とか ら構成する。

[0031 ] 本実施形態における漏れ検査は、次のように行われる。被試験体を液体加

圧ライン 1 2 に接続 し被試験体を密閉状態に して、被試験体を被試験体真空

シ ステ ム 2 の被試験体室 2 に導入する。被試験体 となる容器等が密閉形状

でないものの場合、 これを密閉する蓋体を用意 し、蓋体に液体加圧ライン 1

2 を接続 しておき、被試験体に蓋体を取 り付けて密閉状態にする。なお、 こ

の場合の蓋体及び液体加圧ラインへの接続部、被試験体への取 り付け部 にお

いては漏れがないものとする。その後、真空バル ブ 2 2 _ a のみを開け粗排

気真空ポンプ 2 2 _ b で被試験体室を真空排気 し、 1 0 P a 程度の中真空に

到達させる。次に真空バル ブ 2 2 _ a を閉 じて粗排気を終 了 し、真空バル ブ

3 _ a のみを開け真空ポンプ 2 3 _ b で被試験体室の真空排気を開始する

[0032] 被試験体室 2 を真空排気 し、真空計 2 5 の真空度 （圧力）が所定の真空

度 （例 ：1 0 - 2 P a ) に到達 した ら真空バル ブ 2 3 _ a を閉 じ、液体媒体加

圧 回収システム 1 のバル ブ 1 8 のみを開け真空排気ライン 1 4 を用いて被

試験体内部の空気を真空排気 し、その後バル ブ 1 8 を閉 じ、バル ブ 1 7 のみ

を開け液体加圧装置 1 1 により、探査液体を被試験体内部 に供給 し且つ所望

の圧力まで加圧する。被試験体に漏れがある場合、被試験体内部 に供給 した

探査液体は一定流量で気化 して被試験体室に漏れ出る。

[0033] 被試験体室の真空排気について、真空バル ブ 2 3 _ a を閉 じ真空ポンプ 2

3 _ b による排気を終 了 した後、真空バル ブ 2 4 を開けて真空ポンプ 3 2 に

より真空排気する。 この時、被試験体か ら一定流量の気体で漏れ出 した探査

媒体は検査室 3 に導かれる。 この探査媒体は、空間中を自由に飛びまわる

ので四重極質量分析計 3 4 に有効 に入射する。



[0034] 四重極質量分析計 3 4 は、真空空間中に存在する気体を質量電荷比毎に、

すなわち不可避に残存する気体 （主に水 （H 2 0 ) 、その他、窒素 （N 2 ) 、

酸素 （0 2 ) など）と探査媒体を個別に計測できることから、漏れ出た探査媒

体のみの濃度 （分圧）を測定する。

[0035] 被試験体から大きな漏れが発生 している場合には、検査室 3 1 の真空計 3

3 の真空度 （圧力）は 1 0 - 2 P a 台よりも高くなり、四重極質量分析計の稼

動上限圧力に近 くなる。 この場合、コンダクタンス変更機構 3 5 によりコン

ダクタンスを小さくし、且つ真空バルブ2 3 _ a を開けて真空ポンプ2 3 _

b による真空排気も行うことで、検査室 3 1 の真空度 （圧力）を 1 0 - 2 P a

以下に低下させて、 被試験体から漏れ出す気体の大量の漏れ流量を測定する

ことが可能となる。

[0036] 被試験体の漏れ検査の終了後は探査液体の加圧をリリースし、液体加圧

回収システム 1 のバルブ 1 6 のみを開け液体回収システム 1 3 を用いて被試

験体と液体加圧ライン 1 2 に残された探査液体を回収 し、その後にバルブ 1

6 を閉 じる。最後に被試験体室 2 を大気に戻 し、液体加圧ライン 1 2 との

接続を解除 して、被試験体室から被試験体を取り出す。

[0037] 次に液体加圧ライン 1 2 を封止 して前記真空排気手順を実行 し、真空バル

プ2 6 _ a を開けて探査液体標準 リーク2 6 _ b から既知の漏れ流量の探査

液体を被試験体室 2 1 に供給 し、四重極質量分析計 3 4 で測定する。この標

準 リークの測定データを用いて被試験体から漏れ出た探査媒体の測定データ

を校正 し、漏れ流量を見積もる。また、ヘ リウム標準 リーク2 7 _ b を用い

て既知の漏れ流量のヘ リゥ厶ガスを供給 し、四重極質量分析計 3 4 の経時に

よる感度変化を校正することもできる。なお、漏れ流量が小さい場合、探査

液体標準 リーク2 6 _ b 、へ リウ厶標準 リーク2 7 _ b は、被試験体室に接

続する代わりに、それぞれ真空バルブ2 6 _ a 、真空バルブ2 7 _ a を介 し

て検査室 3 に接続する形態としても良い。

[0038] 本発明の漏れ検査装置では液体を探査媒体として用いるが、探査媒体の液

体として、分子量が 5 0 0 以下、室温における固化圧力が 1 M P a 以上、飽



和蒸気圧が 1 0 0 P a 以上、蒸発潜熱が 8 0 k J m o I 以下の条件 を満

足するもの と し、例 えば、表 2 に示すように、 メタノール、エタノール等の

アル コール 類、 アセ トン等のケ トン類、 n —ペ ンタ ン等のパ ラ フ ィ ン類、ベ

ンゼ ン等の芳香族類な どの分子量 1 1 4 までの有機溶媒そ して水が挙 げ られ

る。なお、 これ らの液体 を混合 した溶液 を用いてもよい。混合溶液の例 と し

て、 自動車、航空機 の燃料であるガソ リン、軽油、な どの石油類が挙 げ られ

る。
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[0039] また、分子量が 5 0 0 以下、 そ して室温 における固化圧力が 1 M P a 以上

、飽和蒸気圧が 1 0 0 P a 以上の液体 に気体 を溶解 させたものを探査媒体 と

して用いることがで き、 その例 と して、炭酸水、過酸化水素水、 アンモニア

水が挙 げ られる。

[0040] 以降では、本発明の検査原理 について検討することで、探査液体の物性値

の範囲について決定 した。

[0041 ] ( ) 加圧条件

まず本発明では、液体 を 0 . 1 M P a の大気圧以上 に加圧するが、 1 M P

a 以上の高圧力の印加 を特徴 とすることか ら、探査液体は 1 M P a 以上の圧

力下で液体状態である必要がある。

[0042] ( 2 ) 最小の漏れ孔サイズの見積 り

次 に被試験体内部 に供給 された探査液体は、被試験体の漏れ孔 を通過する

必要がある。 ここでは、従来のヘ リウム リークテス ト法 を用いて高圧で微小

漏れ検査 を行 った場合の漏れ孔のサイズについて以下のように見積 もった。

[0043] 探査媒体が気体の場合の漏れ流量 Q g a s ( P a m s - 1 ) は 2 0 °C の常温 に

おいて

[数 1]

Q = [ 、兀め < Ρ > ] χ∆Ρ (Panes ' ) (1)

で表す ことがで きる。 ここで、 d は漏れ孔の直径 （m ) 、 g a s は気体の粘性

係数 （P a s ) 、 < P > は漏れ孔 を通過する気体の平均圧力で、概ね< P

> = ∆ Ρ / 2 であ り、 ∆ Ρ は気体 に対する印加圧力 （P a ) であ り、 ∆ Ι_ は

漏れ孔の長 さ （m ) である。

[0044] 現状の自動車や航空機部品のガス リークテス トによる漏れ検査の許容漏れ

流量は 1 0 - 5 ~ 1 0 - 6 P a m s s - 1程度であることか ら、最小の漏れ孔サイ

ズを見積 もるために、漏れ流量 を従来 よ りも 2 桁低 い Q g a s = 1 X 1 0 - 8 P a

m 3 s - 1 と し、印加圧力 ∆ Ρ を∆ Ρ = 1 G P a と高 く設定 し、漏れ孔の長 さ∆

L を∆ Ι_ = 1 X 0 - 3 m と短 く設定 し、 そ して探査気体 と してヘ リゥ厶を設



定 しヘ リウムガスの粘性係数 H e = . 9 4 X 1 0 - s p a s を （1 ) 式に

代入 して計算すると、漏れ孔の直径 d は d = 1 1 . 2 n m と見積もることが

できる。

[0045] 一方、本発明で使用する探査液体を有機溶媒とし、その分子量を最大 5 0

0 とすると、液体分子を構成する炭素元素の数は 3 0 程度であり、その原子

間距離は概ね 0 . 1 5 n m程度であることから液体分子の長さは 5 n m以下

と見積もられる。 したがって、探査液体は、漏れ孔を通過すると言える。

[0046] ( 3 ) 最小の検知漏れ流量の見積 り

次に被試験体内部に供給された探査液体は、被試験体の漏れ孔を通過 し、

被試験体室 2 及び検査室 3 の真空中に気体となって一定の漏れ流量 Q (

P a m S 1 ) で排出され、四重極質量分析計 3 4 で検出される必要がある。

以下では、媒体が液体の場合と気体の場合の漏れ流量を比較 し、本発明にお

ける探査液体を用いた場合の最小検知漏れ流量について見積 り、 これが気体

を用いた従来法の最小検知漏れ流量と同程度であることを示 し、さらに本発

明における探査液体の物性値の範囲を見積もつた。

[0047] 探査媒体が液体の場合の漏れ流量 Q , i q ( P a m 3 s - 1 ) は 2 0 °C の常温に

おいて

[数2]

Q = [ d ) x— x l 000丄 [ 293] ( Pam s ' ) (2)
l,q 128µ

1ί 1
AL M

で表すことができる。 ここで、 d は漏れ孔の直径 （m ) 、 i qは液体の粘性

係数 （P a s ) 、 ∆ Ρ は液体に対する印加圧力 （P a ) 、 ∆ L は漏れ孔の

長さ （m ) 、 p は液体の密度 （k g m - 3 ) 、 M は液体の分子量、 R は気体定

数である。

[0048] 一方、探査媒体が気体の場合の漏れ流量 Q g a s ( P a m 3 s - 1) は （1 ) 式

で表すことができるので、 （1 ) と （2 ) 式より

[数3]

Q«q = s
) l 00 - [ x 2 3] (Pam3

S リ (3)
< P > ¾ Μ



と表す ことがで きる。

[0049] ここで、液体の漏れ流量 と気体の漏れ流量 を比較するために、気体 と して

従来のヘ リゥ厶 リークテス 卜法で使用されているヘ リゥ厶ガスを選択 し、 そ

の粘性係数 H e = . 9 4 X 1 0 - s p a s を （3 ) 式 に代入 して整理する

と、液体の漏れ流量 Q , i q は、

[数4]

< P > liq

と表す ことがで きる。

[0050] この （4 ) 式は、液体の漏れ流量 Q , i qがヘ リウムガスの漏れ流量 Q H e の

1 / < P > 倍 になることを意味 している。表 2 か ら （ l i q M ) p の値の代

表値 と して、 （ i q M ) p = 1 X 1 0 - 4 と設定 し、 その逆数 を （4 ) 式 に

代入 して整理すると、探査液体の漏れ流量は

[数 5]

Q l q = 4.74xl0 5 QH (Pam^- 1) (5)
< P >

となる。

[0051 ] 漏れ流量 Q , i q は、例 えば印加圧力 ∆ Ρ = 0 . 2 Μ Ρ a « P > = 0 . M

P a ) の場合 Q l i q = 4 . 7 4 X Q H e となる。 この ことは、大気圧程度か ら 1

M P a の圧力印加の下では、元 々液体の方が気体 よ りも高密度であるために

液体の漏れ流量が気体のそれよ りも大 きくなることを示 してお り、低 い印加

圧力では微小な漏れ流量の検査 において液体 を用いることが有利であると言

える。

[0052] —方、印加圧力 ∆ Ρ = 2 O O M P a « P > = 0 O M P a ) の場合 Q , i q

= 4 . 7 3 X 1 0 - 3 X Q H E となる。 これは高圧印加では、気体の密度が圧力

に比例 して高 くなるために気体の漏れ流量が液体の漏れ流量 よ りも大 きくな

ることを示 している。

[0053] なお、表 2 よ り （ l i q M ) p の値 と して 1 0 - 5 台の液体 も多数あること



か ら、 （ l i q M ) / p = 0 - 5 を持つ液体を探査媒体に選択することで、大

気圧か ら 1 0 M P a までの圧力印加の下では、液体媒体の漏れ流量が気体媒

体のそれよりも大きくなることか ら、より高感度な漏れ流量の検査を可能 と

することができる。

[0054] 探査液体の漏れ流量を従来のヘ リウムガスで換算するために （4 ) 式を、

[数6]

Q,,e=(ョQ, e.e q ) = 2 .1l x 10_2 X Q iq < P > xま (Pam s-' ) (6)
' P

と表す。 ここでQ H e . e q はヘ リウム換算 した漏れ流量を意味する。

[0055] 質量分析計 として電子増倍管を用いた高感度の四重極質量分析計の最小検

知分圧は 1 0 - 1 3 P a 台であることか ら、本発明の漏れ検査装置における有効

な検知分圧は 1 X 1 0 - 1 1 P a が可能である。真空ポンプ 3 2 の実効排気速度

を 0 . I m s s - 1とすると、探査液体の最小検知漏れ流量はQ ！i q = 1 X 1 0

- 1 2 P a m 3 s - 1となる。

[0056] これを （6 ) 式に代入 して整理すると、探査液体の最小検知漏れ流量はへ

リウ厶ガス換算 Q H e . e qで表現すると、

[数7]

QHe eq = 2 .11χ10-14 < P > Xぜ (Pam ) (7)
P

と表すことができる。

[0057] 表 2 の探査液体候補物質の常温 2 5 °C における物性値より [ ( l i q M ) /

p ] の値は 1 0 - 5か ら 1 0 - 4 の範囲であるので、代表値 として、 （ l i q M

) / p = X 0 - 4 とし、印加圧力 ∆ P = 2 O O M P a « P > = 0 O M

P a ) とすると、本発明による漏れ検査装置の探査液体の最小検知漏れ流量

はヘ リゥ厶ガス換算でQ H e . e q = 2 . 1 1 X 1 0 - 1 0 P a m 3 s - 1 となる。 こ

の値は、高感度の漏れ検査が可能なへ リゥ厶 リークデ ィテクターの最小検知

漏れ流量 とほぼ同等であることか ら、本発明により十分に高感度の漏れ検査

ができることがわかる。



[0058] 本発明の高圧力の耐圧検査 も可能で且つ漏れ流量が定量できる漏れ検査装

置は、 自動車、航空機などの部品を主たる検査対象 とするが、 これ ら各種部

品の許容漏れ流量は、 1 0 - 5 ~ 1 0 - 6 P a m 3 S - 1 (ヘ リウムガス、室温）

程度である。 [ ( , i q M ) / p ] の値 を （ l i q M ) / p = X 0 - 4 と し

、印加圧力 ∆ Ρ = 2 0 O M P a における本発明装置の最小検知漏れ流量 Q H e .

e q = 2 . 1 1 X 1 0 - 1 0 P a m 3 s - 1 (ヘ リゥ厶ガス換算）は、 1 X 1 0 - 6 P

a m 3 s - 1と比較 して 4 桁程度小さい。 したがって、探査液体の粘性係数 i

( P a s ) 、密度 p ( k g m - 3 ) の物性値の範囲について制限を設ける必

要がないことは自明である。

[0059] —方、分子量M については、最小検知漏れ流量の考察か ら範囲を制限する

必要はないが、四重極質量分析計を使用 した場合、 これの計測可能な最大質

量数が 4 0 0 程度であることか ら、探査液体の分子量は 5 0 0 以下 とするこ

とが妥当である。

[0060] 上記の本発明の漏れ検査法の最小検知漏れ流量の見積は、最小検知分圧 と

して 1 0 - 1 3 P a 台の高感度の四重極質量分析計を用いたが、四重極質量分析

計には最小検知分圧が 1 X 1 0 - 7 P a のものも存在する。 これを用いた場合

、本発明の漏れ検査装置における有効な検知分圧を 1 X 1 0 - 6 P a と し、真

空ポンプ 3 2 の実効排気速度 を 0 . I m s s - 1とすると、探査液体の最小検知

漏れ流量はQ I i = X 0 - 7 P a m 3 s - 1となる。

[0061 ] [ , ；q M ) / p ] の値は 1 0 - 5 か ら 1 O - 4 の範囲であるので、代表値 を

( i q M ) / p = X 0 - 4 とすると、印加圧力 ∆ P = 2 0 O M P a の場合

の最小検知漏れ流量はヘ リウムガス換算で Q H e . e q = 2 . 1 X 1 0 - s p a

m 3 s - 1とな り、種 々の部品の漏れ検査 に十分に使用することができる。

[0062] なお、最小検知分圧が 1 X 1 0 - 7 P a のある種の四重極質量分析計は、そ

の最大使用圧力が高感度 タイプよりも 2 桁高い 1 P a 程度のものがあ り、 こ

れを用いた漏れ検査装置では、検査のための真空度 （圧力）を高 く設定でき

るので、大量の漏れ流量の検査が可能 とな り、 さらに真空排気時間を短縮で

きるというメ リツ 卜を持つ。



[0063] さらに探査液体の検知のために用いる質量分析計としては、四重極質量分

析計の他、磁界偏向型質量分析計や高周波型質量分析計など他の質量分析計

を用いても良い。

[0064] ( 4 ) 液滴落下の考察

次に被試験体内部に供給された探査液体は、被試験体の漏れ孔を通過 し被

試験体室 2 1 の真空中に気体となって排出されるが、この時、漏れ流量が大

きすぎると漏れ孔の出口で液滴を作り、液滴のまま被試験体室 2 に落下 し

その後蒸発するので、断続的な蒸発が生 じて しまう。この場合、四重極質量

分析計 3 4 による測定が擾乱されて しまうことから漏れ流量の定量測定が困

難となる。

[0065] そこで、漏れ流量Qを従来のヘ リウムリークテス ト法の上限値であるQ He

= 1 X 0 - 2 P a m 3 s - 1とし、印加圧力∆ Ρ を0 . 1 M P a として、液滴落

下の問題について液滴の表面からの媒体分子の蒸発速度と探査液体の漏れ流

量の関係より、以下のように検討 した。なお、 ∆ Ρ を0 . 1 M P a に設定 し

た理由は、へ リゥ厶ガスの漏れ流量を同一にした場合 ∆ P が低い方が漏れ孔

は大きくなり探査液体の漏れ流量が大きくなることから、漏れ流量と比較 し

て液滴表面からの媒体分子の蒸発速度が相対的に小さくなり、液滴落下を起

こし易いからである。

[0066] 漏れ孔を通過 してきた探査液体は漏れ孔の出口で [液滴の重力] ( N ) =

[表面張力による抗カ] ( N ) までは液滴を作る。 したがって、 [液滴の重

力] = [表面張力による抗カ] は

[数8]

Pキx g = dS (N) (8)

と表すことができる。ここで、 p は探査液体の密度 （k g m - 3 ) 、 は液滴

半径 （m) 、 g は重力加速度 （m s - 2 ) 、 d は漏れ孔の直径 （m) 、 S は表

面張力 （N m - リ である。 （8 ) 式より液滴半径 r ( m ) は、



[数9]

r 『(m) (9)

と表すことができる。

[0067] ヘリウムガスの漏れ流量Q Heを 1 X 1 0 - 2 P a m 3 s - 1とし、印加圧力∆

Pを0 . 1 M P a とし、そして漏れ孔の長さ∆ Ι_ を 1 X 1 0 - 3mとした場合

、漏れ孔直径 d は （1 ) 式よりd = 1 9 . 9 mと求められる。この値と重

力加速度 9 = 9 . 8 m s - 2を （9 ) 式に代入して整理すると、液滴半径 r (

m) は

[数10]

(m) ( 10)

と表すことができる。

[0068] 液滴の蒸発速度「（s - 1 ) は、 [蒸発速度] ( s - 1 ) = [ 出射頻度] ( m- 2 S -

[液滴表面積] ( m 2)であるので、

[数11]

Γ - (- χ < v >xn)x¾r 2 (s_ ) ( 1 1)

と表すことができる。ここで、< v > は蒸発気体の平均速度（m s n は

蒸発気体の密度（m- 3 ) である。

( 1 1 ) 式に

[数12]

< v >= 146 — (m s 1) , n = -^- (m J ) (12)
VM kT

( ここで、T は絶対温度（K )、Mは探査液体の分子量、 P e qは探査液体の飽

和蒸気圧（P a )、 k はボルツマン定数）を代入し、さらにT = 2 9 3 K、 k

= 1 . 3 8 X 0 - 2 3を代入して整理し、蒸発速度の単位 [ S - ，] を [ P a m
3 s - 1] に変換すると、液滴の蒸発速度「 （P a m 3 s - 1 ) は



[数13]

r (Pa s ) ( 13)

と表すことができる。

[0069] ( 3 ) 式に （1 0 ) 式の液滴半径 r を代入して整理すると、液滴の蒸発

速度「は、

[数14]

Γ = 1.04 χ [ ] iPam 3s-リ ( 14)
VM

と導くことができる。

[0070] —方、ヘリウムガスの漏れ流量Q H eが 1 X 1 0 - 2 P a m 3 s - 印加圧力

∆ Pが0 . 1 M P a の場合の探査液体の漏れ流量Q , i qは （4 ) 式より

[数15]

Q = 9.48 x l 0 x — (Pam^- 1) ( 15

と表すことができる。

[007 1] 液滴が落下しないためには、 [液滴の蒸発速度] > [漏れ流量] が必要と

なるので、

( 1 4 ) 式と （1 5 ) 式より

[数16]

となり、



[数 17]

が導かれる。

[0072] この （1 7 ) 式は [液滴の蒸発速度] > [漏れ流量] の関係を探査液体の

あることから、探査液体の物性値について評価する

ことができる。以下では （1 7 ) 式を用いて主要な物性値である飽和蒸気圧

P e ( a ) と粘性係数 i q ( P a ' s ) の範囲について検討 した。なお、

[液滴の蒸発速度] > [漏れ流量] の場合、探査液体は、漏れ孔の出口で落

下 しない程度の大きさの液滴を作り、 [漏れ流量] と釣 り合い蒸発するので

、探査液体により漏れ流量を測定できる。

[0073] 飽和蒸気圧 P e q ( P a ) を評価するために ( 1 7 ) 式を変形すると、

[数18]

と表すことができる。

[0074] ここで、

[数19]

とすると、 の値は表 2 の探査媒体の候補液体において = 1 0 8台であるこ

とから、 （1 8 ) 式の右辺は 1 0 2 P a 台であり、一方、それぞれの液体の飽

和蒸気圧は表 2 より 1 0 3 P a 台以上であることから、 （1 8 ) 式を満足 して

いることがわかる。 の代表値として = 1 X 1 0 8 を （1 8 ) 式に代入する

とP e q > 9 1 . 1 P a となることから、探査液体の飽和蒸気圧 P e qは 1 0 0

P a 以上であればよいと判断できる。



[0075] 粘性係数 l i q ( P a ' s ) を評価するために、 （1 7 ) 式を変形すると、

[数20]

と表すことができる。

[数2 1 ]

とすると、 の値は表 2 の探査媒体の候補液体において 1 0 。~ 1 0 1台であ

ることから、 （2 0 ) 式の右辺は 1 0 - 6~ 1 0 - 5 P a s 台であり、一方、

それぞれの液体の粘性係数は 1 0 - 4 P a s 台であることから、 （2 0 ) 式

を満足 していることがわかる。例えばへ リウ厶ガスの粘性係数は H e = 1 .

9 4 X 1 0 - P a s であるように、一般に気体の粘性係数は 1 0 - s p a

s 台であることから、探査液体の粘性係数の下限値を設定する必要が無いと

判断できる。

[0076] 探査液体の他の物性、すなわち分子量M、密度 p ( k g m - ) 、表面張力

S ( N m - ) についても検討 したところ、粘性係数と同様に、それぞれの分

子量の下限値、密度の上限値、表面張力の上限値について設定する必要が無

いことが判明した。

[0077] ここまでは、探査液体が漏れ孔を液体で通過すると考えてきたが、粘性係

数が非常に大きく且つ飽和蒸気圧が高い場合、探査液体は漏れ孔の通過時に

気化する。この場合、探査液体は漏れ孔の断面積で蒸発 し、 [蒸発速度] と

[漏れ流量] が釣り合うので、問題無く探査液体により漏れ流量を測定でき

る。

[0078] ( 5 ) 脱離の活性化エネルギーの考察

漏れ孔を通過 し真空空間に気体となって排出された探査媒体は、真空空間



中を飛び回 り真空容器壁に衝突 し、一部は反射 して真空空間中を再び飛び回

り、一部は真空容器壁に吸着する。 この真空容器壁への気体の吸着が多い場

合、漏れ流量が少ない場合には四重極質量分析計での測定の測定下限に影響

し、漏れ流量が多い場合には、探査媒体が検査室に残留 して しまい次の測定

までに多大な時間を費やすなどの問題が生 じる。 これ らの問題 を回避するた

めの探査媒体の条件について、以下のように検討 した。

[0079] 気体分子が真空容器壁に吸着 し滞在する平均滞在時間 て （s ) は

[数22]

で記述できる。

[0080] ここで、 て 。は吸着分子の表面垂直方向の振動周期であ り、 て 。= 1 X l O -

s 程度である。 E d ( k J m o I - 1 ) は脱離の活性化エネルギーであ り、

気体が真空容器壁の表面か ら離れるのに必要なエネルギーである。

[0081 ] 図 2 に て 。= 1 X 0 - 1
3 s の時の真空容器壁に気体が滞在する平均滞在時

間と脱離の活性化エネルギーの関係 を示す。室温 3 0 0 K における平均滞在

日寺間 て （s ) は、 E d = 4 0 k J . m o l —， ： て = 1 0 —6 s 、 E d = 6 0 k J

m o I —1 ： て = 1 0 —3 s 、 E d = 8 0 k J - m o I —1 ： て = 1 0 0 s ( 1 s

) 、 E d = 1 0 0 k J . m o l - ， ： て = 1 0 4 s 程度 となることがわかる。

[0082] —方、真空容器の壁間距離 を L = 0 . 1 m と し、室温 3 0 0 K と した場合

における、分子量M の探査媒体が真空空間中に滞在する時間 （飛行時間）は

[数23]

(23 )

ここで、



で表すことができる。探査媒体として分子量の小さいメタノールとすると、

気体が真空空間中に滞在する時間は、 て= 2 . 2 X 1 0 - 4 s と求められる。

[0083] さて、前述のように本発明法による漏れ検査装置のヘ リウムガス換算での

最小検知漏れ流量はQ He . e q = 2 . X 0 - 1 0 P a m 3 s - 1であり、現状

の各種部品の許容漏れ流量は、 1 0 - 5 ~ 1 0 - 6 P a m 3 s - i (ヘ リウムガス

、室温）であった。

[0084] 本発明法において 1 X 1 0 - 6 P a m 3 s - 1まで検査するとした場合、この値

は最小漏れ検知流量 1 0 - a m 3 s - i に対 して4 桁大きい。 したがって、

探査媒体が真空容器壁に吸着する平均滞在時間は空間中の平均滞在時間 2 .

2 X 1 0 - 4 S よりも4 桁大きくて良い。探査媒体の脱離の活性化エネルギー

が 8 0 k J - m o I - 1の場合の真空容器壁に吸着する平均滞在時間は て=

0 。s ( 1 s ) であることから、探査媒体の脱離の活性化エネルギーとして、

8 0 k J - m o I - 1以下が必要となる。

[0085] この脱離の活性化エネルギーは気化 した探査媒体と吸着 している壁との相

互作用により決まる物理量であることから、探査媒体である液体固有の物理

量ではない。この脱離の活性化エネルギーは液体固有の物理量である蒸発潜

熱と概ね等価である。 したがって、探査液体の蒸発潜熱として 8 0 k J m

o I - 1以下を必要条件とすることが望ましい。

[0086] 一方、多数の部品を検査する漏れ検査装置では、検査時間をできるだけ短

くすることが望まれる。多量の漏れがあった場合には、その探査媒体は速や

かに真空排気される必要があるが、脱離の活性化エネルギーが大きい場合に

は、真空容器壁に前の検査の探査媒体が残留 して しまい検査できるようにな

るまでに時間がかかつて しまう。

[0087] これを回避するためには、探査媒体が真空容器壁に吸着する平均滞在時間

は真空空間中の平均滞在時間 2 . 2 X 1 0 - 4 s 以下であれば良い。図 2 より



この条件を満足する脱離の活性化エネルギーは 5 0 k J m o I - 1程度以下

であることがわかる。 したがって、探査媒体の蒸発潜熱は 5 0 k J m o I -

1以下であることが望 まれる。表 2 に示 した探査液体候補物質の常温 2 5 °C に

おける蒸発潜熱はいずれも 5 0 k J m o I - 1以下であ り、 この条件を満足

している。

[0088] 以上の検討により本発明に用いる液体媒体 と して、固化圧力 1 M P a 以上

、分子量 5 0 0 以下、飽和蒸気圧 1 0 0 P a 以上、蒸発潜熱 8 0 k J m o

I - 1以下が求め られた。なお、表 2 に示す探査液体候補物質は、いずれもこ

れ らの物性値 を十分満足することがわかる。

実施例 1

[0089] 本発明の実施例 と して、探査液体 と してメタノールを選択 し、図 1 に示す

高圧液体漏れ検査装置を用いて漏れ検査 を行い、従来法のへ リウム リークテ

ス トによる漏れ検査法 と比較 した。

[0090] ここで、液体加圧は最大 2 0 O M P a までの圧力印加が可能な加圧装置を

用いた。被試験体室 2 1 はサイズ 2 O O m m X 3 O O m mの精密化学研磨

処理 されたステ ンレス鋼製真空容器を用い、粗排気真空ポンプ 2 2 _ b は排

気速度 1 . 7 X 1 0 - 2 m 3 s - 1の油回転ポンプを用い真空バル ブ 2 2 _ a を介

して被試験体室に接続 し、真空ポンプ 2 3 _ b は排気速度 1 . 0 m 3 s _ i のタ

—ボ分子ポンプを用い真空バル ブ 2 3 - a を介 して被試験体室に接続 した。

[0091 ] また検査室 3 1 は 1 0 O m m X 5 0 m mの化学研磨処理 されたステ ン

レス鋼製真空容器を用い真空バル ブ 2 4 を介 して被試験体室 2 に接続 した

。検査室 3 1 の真空ポンプ 3 2 は排気速度 3 . 0 X 1 0 - 1 m 3 s - 1のターボ分

子ポンプを用いた。 コンダクタンス値が変更できるようにコンダクタンス変

更機構 3 5 を真空バル ブ 2 4 と検査室 3 の間に挿入 し、真空ポンプの実効

排気速度が 1 X 1 0 - m s s - 1と 1 X 1 0 - 2 m 3 s - 1のいずれかを選択できる

ように した。

[0092] 四重極質量分析計 3 4 は、質量範囲 1 ~ 5 0 、最小検知分圧 1 . 0 X 1 0 -

7 P a 、最大使用真空度 （圧力） 2 . 0 P a のものを用いた。被試験体室 と検



査室の真空計 2 5 と3 3 には、 4 X 1 0 - 8 P a から大気圧まで測定可能なク

リスタルイオンゲージを用いた。被試験体には、サイズ 5 O m m X 5 O m

mで0 リングシールのフランジを持つ容器を用い、 0 リングを僅かに傷つけ

フランジの締め込み力を変更することで漏れ流量を調節 した。なお、試験体

のヘ リゥ厶ガスによる漏れ流量はヘ リゥ厶リークディテクタ一を用いて調べ

た。

[0093] 前記の図 1 に示す高圧液体漏れ検査装置において、先ず真空排気から検査

終了までの所要時間について調べた。なお、時間短縮を図るために、 3 系統

の真空排気ポンプはいずれも稼動状態とした。試験体を被試験体室内に取り

付け、被試験体に液体加圧ラインを接続 して被試験体を密閉 し、被試験体室

を密閉 した後、真空バルブ2 2 _ a のみを開き、粗排気真空ポンプ2 2 — b

による排気を行った。

[0094] 被試験体室の真空度 （圧力）は大気圧の排気開始から5 秒後に 1 0 2 P a 台

前半に到達 し、 1 0 秒後に 1 0 。P a 台に達 した。次に、真空バルブ2 2 — a

を閉 じて真空バルブ2 3 _ a を開き 1 . O m 3 S - 1の大排気速度を持つ真空ポ

ンプ2 3 _ b による排気を開始 したところ、被試験体室の真空度 （圧力）は

大気圧の排気開始から4 5 秒後に 1 0 _ 3 P a 台以下 に達 した。

[0095] 探査液体の被試験体への供給と加圧は大排気速度を持つ真空ポンプ2 3 -

b による排気開始と同時に行った。四重極質量分析計 3 4 の最大使用真空度

(圧力）は 2 P a であることから、被試験体室 2 1 の真空度 （圧力）が大排

気速度を持つ真空ポンプ2 3 — b の排気開始から 1 0 秒後に 1 0 - 1 P a 台以

下 に到達 したので、漏れ検査を開始することが可能であった。すなわち、発

明装置を用いて最短で 2 0 秒後以降において漏れ検査ができることがわかつ

た。

[0096] この真空排気時間は、従来法のガスリークテス トの真空排気時間とほぼ同

等である。また、四重極質量分析計 3 4 による探査媒体の測定時間は 2 0 秒

程度であり、真空排気開始から検査終了までの所要時間は4 0 秒であった。

したがって、発明装置を用いて大量の部品検査をガスリークテス 卜法と同等



に短時間で行えると言える。

[0097] なお、最小検知分圧 1 O - i s p a の高感度な四重極質量分析計を用いた場合

は、その最大使用真空度 （圧力）が 1 0 - 2 P a であることから、大排気速度

を持つ真空ポンプ2 3 _ b による排気時間を 1分程度にする必要があるもの

の、 卜一タルの検査時間は 1分 3 0 秒程度であり、ある程度の高スループッ

卜の検査時間が確保できた。

[0098] 前記の図 1 に示す高圧液体漏れ検査装置において、先ず探査媒体としてへ

リウ厶ガスを用い、ヘ リウムガスの印加圧力を0 . 2 ~ 2 0 0 M P a の範囲

のいずれかの圧力とし、漏れ流量Q Heを 1 X 0 - 8 ~ X 0 - 2 P a m 3 s -

1の範囲のいずれかに設定 した被試験体を準備 した。

[0099] 次に、それぞれの印加圧力下で漏れ流量が調節された被試験体に、探査液

体を供給 し圧力印加を行って、被試験体の漏れ検査を行った。表 3 に探査液

体の印加圧力を0 . 2 ~ 2 0 0 M P a の範囲で設定 し、それぞれの印加圧力

において被試験体の漏れ流量をヘ リウムガス換算で 1 X 0 - 8 ~ 1 X 0 - 2

P a m 3 s - 1に設定 した場合の発明装置の漏れ検査の結果を示す。なお、差動

排気を行わない場合の検査室 3 への実効排気速度は 1 . O x l O m S s - 1

に 又疋 した。



[ 表 3]

メタノールを探査液体とした場合の漏れ検査の結果

い且つ検査室への¾効排気速度を1 . 0 X 10 m s- 'に設定して検査を行った.

[01 00] 探査液体への印加圧力が高圧力でヘ リゥ厶換算の漏れ流量が小さい場合 を

除いて、漏れ検査が可能であることがわかる。以下、表 3 の結果 について説

明する。

[01 0 1 ] それぞれの印加圧力においてヘ リウム換算で漏れ流量 を 1 X 1 0 - 8 P a m 3

s - 1 と した場合 には、探査液体の印加圧力が 0 . 2 M P a と 2 M P a の場合

に探査液体 を用いて漏れ検査が可能であ った。

[01 02] —方、印加圧力を上昇 させてヘ リウム換算の漏れ量 を 1 X 1 0 - 8 P a m 3 s

- 1にすることは漏れ孔 を小さ くすることに相 当するので、探査液体の印加圧

力が 2 O M P a 以上の場合 には、使用 した四重極質量分析計の検知分圧以下

の漏れ量 となることか ら、探査液体 を用いての漏れ検査 は不可能であ つた。

[01 03] また、漏れ流量が 1 X 1 0 - 7 P a m 3 S - 1の場合 には、 2 0 M P a までは検

査可能であ つたが、 2 0 0 M P a では検査が不可能 とな つた。 なお、 この実

施例では最小検知分圧 1 . 0 X 1 0 - 7 P a の四重極質量分析計 を用いたため

に、 このような結果 とな ったが、最小検知分圧 1 0 - 1 3 P a の高感度の四重極

質量分析計 を用いれば、高圧力印加下でさ らに低 い漏れ流量でも漏れ検査が

可能 となることは自明である。



[01 04] 次 にそれぞれの印加圧力で漏れ流量が多い場合 には、問題な く検査が可能

であることが表 3 よ り明 らかである。 この中で、印加圧力が低 く漏れ流量が

多い場合、すなわち、印加圧力が 0 . 2 M P a で漏れ流量がヘ リウム換算で

1 X 0 - 3 P a m 3 s - 1以上 と印加圧力が 2 M P a で漏れ流量がへ リゥ厶換算

で 1 X 1 0 - 2 P a m 3 s - 1の場合 には、被試験体の漏れ孔か らの探査液体の漏

れ量が多 くなるために、検査室 3 の真空ポ ンプ 3 2 のみの真空排気では、

検査室 3 1 の真空度 （圧力）は 1 X 1 0 - 1 P a 以上 を示す ことか ら、被試験

体室の 1 m 3 s - i の大排気速度 を持つ真空ポ ンプによる排気を行い且つ検査室

への実効排気速度 を 1 . 0 X 1 0 - 2 m 3 S - 1 に設定 して排気を行 う、 いわゆる

差動排気を行 って、検査室 を 1 0 - 3 P a 台以下の真空度 （圧力）に保持 して

、四重極質量分析計 3 4 を保護 して検査することが望 ま しいことがわか った

[01 05] 大量の漏れ流量 を検査 した後 に、再び検査の手順 を実施 した ところ、被試

験体か らの漏れが無いにも関わ らず、直前の検査で大量 に漏れたメタノ一ル

が被試験体室 2 に残留 し、バ ックグラウン ドと して測定されて しまった。

許容漏れ流量が 1 0 - 6 P a m 3 s - 1以上の場合 には、 このバ ックグラウン ドは

問題 とな らないが、 それ以下の検査では問題 となる。

[01 06] これ を回避するために、被試験体交換時に被試験体室 2 を大気圧下にお

いてメタノールの沸点付近の温度である 6 0 °C まで温風べ一キングによ り加

熱 した。 その後、再検査 した ところ、バ ックグラウン ドは、 ほとん ど測定で

きな くなるまで低減することが可能であ った。 この ことか ら、実際に多数の

部品について連続的に検査 を行 う時に、被試験体 に大量の漏れがあ つた場合

には、次の検査前 に被試験体室 を探査液体の沸点程度 まで加熱する工程 を設

けることが望 ま しいと言える。

実施例 2

[01 07] 大量の漏れ査検の実施後 に探査液体が残留することによ り、次の検査 まで

に時間を費や して しまう問題 を回避する方法 と して、小さい脱離の活性化工

ネルギーを持つ探査気体 を溶解 した液体媒体の利用がある。探査気体 を溶解



した液体媒体 と しては、炭酸水、過酸化水素水、 アンモニア水な どがある。

以下では探査気体 を溶解 した液体媒体 と して炭酸水 を用いた場合の実施例 に

ついて記述する。

[01 08] 探査気体 を溶解 した液体媒体である炭酸水は、常温 （2 5 °C ) の 1 気圧下で

の二酸化炭素の水への溶解度が 3 . 9 X 1 0 - 2 m o I L - i と小 さいことか ら

、四重極質量分析計 による検査 を容易にするために、 0 . 7 M P a の高圧下

で水 に二酸化炭素 を溶解 させ、濃度 2 . 7 3 X 1 0 - i m o I L - 1の炭酸水 を

準備 した。

[01 09] 漏 れ検査 は図 1 に示す高圧液体漏れ検査装置 を用いた。 ここで四重極質量分

析計 3 4 は、水 に溶解 した二酸化炭素 を検知するために、最小検知分圧 1 0 -

1 3 P a の電子増倍管型の高感度四重極質量分析計 を用いた。

[01 10] 実施例 1 と同様 に漏れ流量 Q H e を 1 X 0 - 8 ~ 1 X 0 - 2 P a m 3 s - 1の範

囲のいずれかに設定 した被試験体 を準備 し、 それぞれの印加圧力下で前記の

炭酸水 を供給 し圧力印加 を行 って、被試験体の漏れ検査 を行 った。表 4 に炭

酸水の印加圧力を 1 . 0 ~ 2 0 O M P a の範囲で設定 し、 それぞれの印加圧

力において被試験体の漏れ流量 をヘ リウムガス換算で 1 X 0 - 8 ~ 1 X 0 -

2 P a m 3 S - 1 に設定 した場合の発明装置の漏れ検査の結果 を示す。



[ 表 4]

炭酸水を採≤ 媒体とした場合の漏れ検査の結果

* 2 差動排気 ：検 時に被試験体室の lmSs— 1の人排気速度を持つ真空ポンプによる排気を行
い且つ検査室への¾効排気速度を1 . 0 X 10 2m 3s 1に設定して検査を行った.

[01 11] 被試験体の漏れ流量 Q H eが 1 X 1 0 - 8 P a m 3 s - i で炭酸水の印加圧力が 2

0 0 M P a の場合 を除いて、漏れ検査が可能であ った。 ここで、四重極質量

分析計 3 4 で測定 したのは、溶解 した探査気体である二酸化炭素 （質量電荷比

4 4 ) である。なお、被試験体の漏れ流量 Q H eが 1 X 1 0 - 8 P a m 3 s - 1で炭

酸水の印加圧力が 2 O M P a の場合 と被試験体の漏れ流量 Q H eが 1 X 0 - 7

P a m 3 s で炭酸水の印加圧力が 2 0 0 M P a の場合では、検査 は可能であ

つたが、四重極質量分析計 による二酸化炭素の分圧が 1 0 - i Q P a 台 と小さい

ことか ら、検査 までの真空排気に 2 時間程度の時間を要 した。

[01 12] 探査媒体である炭酸水の漏れ量が多 く且つ印加圧力が低 い領域では、検査

室の真空ポ ンプのみの真空排気では高感度四重極質量分析計の稼動上限真空

度 （圧力） 1 0 - 3 P a 台以上の真空度 （圧力）を示す ことか ら、被試験体室

2 1 の 1 m 3 S - 1 の大排気速度 を持つ真空ポ ンプ 2 3 _ b による排気を行い且

つ検査室 3 への実効排気速度 を 1 . 0 X 1 0 - 2 m 3 s - i に設定 して排気する

差動排気を行 った。

[01 13] 大量の漏れ流量 を検査 した後 に、漏れの無い被試験体 を用いて、再び検査



の手順 を実施 した ところ、炭酸水の分離成分である水が測定されたが、探査

気体である二酸化炭素は測定されなか った。 この ことか ら、探査気体 を溶解

した液体媒体 を用いた場合、大量の漏れ検査の実施後 に探査媒体が残留する

ことによ り次の検査 までに時間を費や して しまう問題 を解決で きると言える

[ 0 4 ] 以上、本発明の実施形態の一例 を説明 したが、本発明はこれに限定されるも

のではな く、特許請求の範囲に記載 された技術的思想の範疇 において各種の

変更が可能であることは言 うまでもない。

符号の説明

[01 15] 液体媒体加圧 回収 シ ステ ム

被試験体真空 シ ステ ム

3 検査室真空 シ ステ ム

液体供給加圧装置

液体加圧 ラ イ ン

3 回収 シ ステ ム

真空排気 ラ イ ン

5 バ ル ブ

6 バ ル ブ

1 7 バ ル ブ

8 バ ル ブ

被試験体室

2 2 - a 真空バ ル ブ

2 2 - b 粗排気真空ポ ンプ

2 3 - a 真空バ ル ブ

2 3 - b 真空ポ ンプ

2 4 真空バ ル ブ

2 5 真空計

2 6 - a 真空バ ル ブ



- b 探査液体標準 リーク

- a 真空バ ル ブ

— b へ リウ厶標準 リーク

検査室

真空ポ ンプ

真空計

四重極質量分析計

コンダクタンス変更機構



請求の範囲

被試験体の漏れ流量 を検査する漏れ検査装置であ つて、

前記被試験体 を配置する密閉可能な被試験体室 と、前記被試験体室

内に配置 された被試験体 に接続可能であ つて前記被試験体の内部 に探

査液体 を供給 し加圧する液体供給加圧手段 と、真空排気手段 と、前記

被試験体室 に接続 された質量分析計 と、 を具備 し、

前記被試験体室 を密閉 した状態で前記真空排気手段 によ り真空 と し

、前記液体供給加圧手段 に接続 され密閉された前記被試験体の内部 に

探査液体 を供給 して 0 . 1 M P a 以上 に加圧 し、前記被試験体か ら漏

れ出 し真空中で気化 した探査媒体の濃度 を前記質量分析計 によ り測定

することによ り、前記被試験体か らの漏れ流量 を測定することを特徴

とする漏れ検査装置。

請求項 1 に記載の漏れ検査装置 において、前記被試験体室 に既知の

漏れ流量の探査液体 を供給する探査液体標準 リークを具備することを

特徴 とする漏れ検査装置。

請求項 1 または請求項 2 のいずれかの請求項 に記載の漏れ検査装置

において、前記被試験体室 に真空バル ブを介 した真空排気手段 を 2 系

統以上接続 していることを特徴 とする漏れ検査装置。

請求項 1 ない し請求項 3 のいずれかの請求項 に記載の漏れ検査装置

において、前記被試験体室 には、被試験体室の真空度 （圧力）を測定

するための真空計 と前記真空排気手段 を接続 し、真空バル ブを介 して

検査室 を接続 してお り、 さ らに、探査媒体の濃度 を測定するための質

量分析計 と真空排気手段 を前記検査室 に接続 していることを特徴 とす

る漏れ検査装置。

請求項 1 ない し請求項 4 のいずれかの請求項 に記載の漏れ検査装置

において、前記探査液体 と して、分子量が 5 0 0 以下、 そ して室温 に

おける固化圧力が 1 M P a 以上、飽和蒸気圧が 1 0 0 P a 以上、蒸発

潜熱が 8 0 k J m o I - 1以下の液体 を用いることを特徴 とする漏



れ検査装置。

請求項 1 ない し請求項 4 のいずれかの請求項 に記載の漏れ検査装置

において、前記探査液体 と して、分子量が 5 0 0 以下、 そ して室温 に

おける固化圧力が 1 M P a 以上、飽和蒸気圧が 1 0 0 P a 以上の液体

に気体 を溶解 させた探査媒体 を用いることを特徴 とする漏れ検査装置

密閉可能で真空排気手段 によ り真空排気可能な被試験体室内に配置

された被試験体の漏れ流量 を検査する漏れ検査方法であ つて、

前記被試験体 に液体供給加圧手段 を接続 して密閉 した状態で前記被

試験体室内に配置することと、

前記被試験体室 を密閉 した状態で前記真空排気手段 によ り前記被試

験体室内を真空 とすることと、

前記液体供給加圧手段 によ り前記被試験体室内に配置 された被試験

体内に探査液体 を供給 して 0 . 1 M P a 以上 に加圧することと、

前記被試験体か ら漏れ出 し真空中で気化 した探査媒体の濃度 を質量

分析計 によ り測定することによ り前記被試験体か らの漏れ流量 を測定

することと、

か らなることを特徴 とする漏れ検査方法。

請求項 7 に記載の漏れ検査方法 において、探査液体標準 リークによ

り前記被試験体室 に既知の漏れ流量の探査液体 を供給することを特徴

とする漏れ検査方法。

請求項 7 または請求項 8 のいずれかの請求項 に記載の漏れ検査方法

において、前記被試験体室 に真空バル ブを介 した真空排気手段 を 2 系

統以上接続 して用いることを特徴 とする漏れ検査方法。

請求項 7 ない し請求項 9 のいずれかの請求項 に記載の漏れ検査方法

において、前記被試験体室 には、試験体室の真空度 （圧力）を測定す

るための真空計 と前記真空排気手段 を接続 し、 さ らに、真空バル ブを

介 して検査室 を接続 し、探査媒体の濃度 を測定するための質量分析計



と真空排気手段 を検査室 に接続 して用いることを特徴 とする漏れ検査

方法。

[ 請求項 11] 請求項 7 ない し請求項 1 0 のいずれかの請求項 に記載の漏れ検査方

法 において、前記探査液体 と して、分子量が 5 0 0 以下、 そ して室温

における固化圧力が 1 M P a 以上、飽和蒸気圧が 1 0 0 P a 以上、蒸

発潜熱が 8 0 k J m o I - 1以下の液体 を用いることを特徴 とする

漏れ検査方法。

[ 請求項 12] 請求項 7 ない し請求項 1 0 のいずれかの請求項 に記載の漏れ検査方

法 において、前記探査液体 と して、分子量が 5 0 0 以下、 そ して室温

における固化圧力が 1 M P a 以上、飽和蒸気圧が 1 0 0 P a 以上の液

体 に気体 を溶解 させた探査媒体 を用いることを特徴 とする漏れ検査方

法。
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